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理念と経営計画の体系

経営理念

三井住友建設
企業行動憲章

グループビジョン・
長期経営方針

2030年の将来像
環境方針“Green Challenge 2030”

中期経営計画 2019-2021

経営理念とグループビジョン

経営理念

高い技術力と豊かな創造力の向上に努め、顧客そして社会
のニーズと信頼に応えて、高品質な建設作品とサービスを
提供します。

顧 客 満 足 の 追 求

株 主 価 値 の 増 大 徹底した効率経営と安定した収益力により、事業の継続的
発展を実現し、企業価値＝株主価値の増大に努めます。

社 員 活 力 の 尊 重 社員の個性と能力が遺憾なく発揮でき、働き甲斐のある、
開かれた闊達な会社を創ります。

社 会 性 の 重 視 公正な企業活動を行い、社会から信頼される健全な企業
市民を目指します。

地球環境への貢献 人と地球に優しい建設企業の在り方を常に求め、生活環境
と自然の調和を大切に考えます。

『新しい価値で「ひと」と「まち」をささえてつなぐグローバル建設企業』

国内建設需要の縮小懸念、新興国のインフラ需要の拡大、建設産業の担い手不足の深刻
化、ICTをはじめとした技術革新、デジタル化の進展といった当社グループを取り巻く
中長期的な事業環境の変化に対し、当社グループの強みを活かして、社員一人ひとりが
未来志向を持って行動し、持続可能な社会の実現と当社グループの持続的な成長を遂げ
るために設定した将来像です。

2030年の
将来像

三井住友建設
企業行動憲章

１．品質および環境に配慮した技術開発や設計提案を通して、建設活動に対する多様な
要請に応えます

２．企業価値向上に邁進するとともに、ステークホルダーならびに社会に向けて公正な
企業情報の開示を積極的に行い、透明性の高い企業の実現に努めます

３．長期的な視点に立った社員雇用の維持、人材の育成を行うとともに、人権を尊重し、
人を大切にする企業の実現に努めます

４．法令、社会規範、国際ルールならびに企業倫理の遵守に対する意識を高めて公正、
透明、自由な競争ならびに適正な取引を行います

５．社会の健全で持続的な発展への貢献が求められていることを認識し、社会貢献活動
の推進に努め、社会と調和する企業の実現に努めます

６．地球規模での環境への貢献が求められていることを認識し、環境の保全、維持、
改善に積極的に取り組みます

７．本憲章に反する事態が発生した場合には、経営トップは自ら問題解決にあたり、
社会への説明責任を遂行するとともに自らも含めて厳正な処分を行います

中期経営計画
2019-2021

グループビジョン・
長期経営方針

中長期的に持続可能な企業であるために、「ありたい姿」としての3つの企業像をグループビジョン
として掲げ、その実現に向けて5つの長期経営方針を定めています。

CSR経営の
推進

魅力ある
企業づくり

ものづくりの
力の向上

建設事業の
競争力・収益力の

強化

環境変化に
対応した収益基盤

の重層化

■ 安定した収益力を確保し、持続的に成長する企業グループ
■ 当社ならではの技術とサービスにより、社会的な課題に挑戦する企業グループ
■ 信義と誠実を重んじ、社会建設への参画という誇りをもって、国内外に活躍の場を

広げる企業グループ

「2030年の将来像」の実現に向けて、生産システムの改革や人材確保・育成、社員活
力の向上の取り組みをさらに進め、「変革の加速」をテーマに、企業競争力の強化と
企業価値の創造に取り組んでいます。

『変革の加速』
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三井住友建設

三井建設 住友建設

2003　三井住友建設株式会社 発足

沿 革

三井住友建設は、三井グループ、住友グループの建設会社として歩んできた2社の遺伝子を受け継ぎ、2003年に

誕生した総合建設会社です。
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西本健次郎、和歌山に西本組創業

株式会社西本組を設立、本社を東京へ移す

三井不動産株式会社の資本参加に伴い三井建設工業株式会
社と改称

日本におけるJV工事第一号　日比谷三信ビル改修

三井建設株式会社と改称

日本初のカーテンウォール工法　三井第三別館工事開始

日本初の超高層ビル三井霞ヶ関ビル完成

民間初の17階建て日本で最高層の集合住宅三田綱町パーク
マンション完成

高さ日本一の新宿三井ビル竣工

皇太子殿下ご夫妻、スリランカ国会議事堂建設現場を
ご訪問

オリエンタルランド・テーマパーク工事受注

日本初の高さ100mを超える超高層マンション「ベル・
パークシティタワーG棟」竣工

「東京港連絡橋（レインボーブリッジ）」に日本最大級のアン
カレイジ基礎ケーソン引き込み完了

東北最大のダム「寒河江ダム」完成

世界初のアラミド繊維緊張材使用のコンクリート橋完成

日本初本格的鋼管コンクリート構造「大川端リバーシティ
21A棟」完成

次世代型超高層住宅「Mitsui Flex Tower」を開発

住友別子銅山の土木建築部門を基に前身となる土木方創設

別子建設株式会社として発足

本社を新居浜市より東京へ移す

日本初のディビィダーク工法によるPC橋・嵐山橋が完成

静岡の勝呂組と合併し、住友建設株式会社が発足

日本初のPC斜張橋・万博東ゲート橋が完成

タイで初めてのPC橋・ターチャン橋が完成

世界初のトラス張出し工法によるアーチ橋・外津橋が
完成

ケニアにニューニアリー橋が完成　第一回OCAJI賞受賞

日本初のLRIを採用した免震ビル・オイレス工業TC棟完成

世界初の中間階免震建築・アサノビルディングが完成

世界初の3方向分岐吊床版橋・亀甲橋が完成　FIP特別賞受賞

世界初のエクストラドーズド橋・小田原ブルーウェイ
ブリッジが完成

世界初の本格制震ビル・テレビ静岡メディアシティビルが
完成

免震・制震構法広告が日経広告賞を受賞　

世界最大の吊床版橋・夢吊橋が完成

米国防総省陸軍建設技術局（COE）より安全衛生優秀賞受賞

世界初の複合エクストラドーズド橋・揖斐川橋が完成
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20162003 2019

グループビジョン
長期経営方針

策定

発足 2030年の将来像
策定

■ 2004 青雲橋（徳島県）
我が国の橋梁として初めて
�b（国際コンクリート連合）最優秀賞を
受賞

■ 2009 矢部川大橋（福岡県）
我が国最大のコンクリート橋

■ 2010 武蔵野タワーズ（東京都）
スクライム（SQRIM）－H工法を初適用

■ 2008 占冠トンネル（北海道）
遠心力トンネル吹き付け工法で
施工延長3000mを達成

■ 2013 寺迫ちょうちょ大橋
（宮崎県）

世界初のバタフライウェブ橋
�b最優秀賞受賞

■ 2017 平木尾池
水上太陽光発電所

（香川県）
当社水上太陽光発電事業第1号

■ 2014 パークホームズ
LaLa新三郷（埼玉県）

2014年度グッドデザイン賞受賞

■ 2015 ニャッタン橋
（日越友好橋）（ベトナム）

東南アジアで最大規模の長大橋

■ 2015 ネアックルン橋
（つばさ橋）（カンボジア）

500リエル紙幣に描かれた橋

■ 2016 山梨文化会館
免震改修工事

テレビ局が入る文化施設を
使用しながらの大規模免震改修工事

■ 2005 横浜タワーリング
スクエア

フルプレキャスト工法の 
スクライム（SQRIM）工法を初適用

■ 2006 第二メコン橋
（タイ－ラオス）

タイとラオスの国境を跨ぐ橋

■ 2012 パークホームズ
横浜岸根公園
フォレストスクエア

SuKKiT採用第1号案件

■ 土木事業　■ 建築事業　■ 海外事業　■ 新規・建設周辺事業
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土木事業部門 海外事業部門建築事業部門 新規・建設周辺事業部門

三井住友建設の事業

三井住友建設グループは、時代とともに変化する多様なニーズに応える企業として、土木分野および建築分野に

おいて培った技術力、ものづくりのノウハウを活かし、地域の発展を支える社会基盤の整備など、そのフィール

ドを世界に広げる事業を展開しています。事業を通して、お客さまの信頼を第一に時代が求める価値を提供する

企業を目指します。

　土木事業は、まちのくらしに欠かせない橋や
トンネル、鉄道、上下水道など社会基盤を支え
る土木構造物の設計・施工、そして維持管理に最
適な技術を提供します。
　なかでもPC（プレストレストコンクリート）
橋分野では業界屈指の設計・施工実績を誇り、新
たな構造形式やプレキャスト化による工期短
縮・省力化施工などの技術開発を推進し、高品
質で耐久性に優れ、維持管理がしやすい橋を提
供しています。また、トンネル、ダム、都市土木、
河川、土地造成からエネルギー施設に至るまで
幅広い分野において、豊富な実績に裏付けられ
た技術とノウハウで社会基盤の整備に取り組み
ます。

　いち早く築き上げたアジア地域を中心とした
ネットワークを活かしながら、日系企業の海外
進出支援やODA事業への参画を通して、国際社
会の発展を支える基盤づくりに貢献します。タ
ザラ交差点改良計画（タンザニア連合共和国）の
ように交通渋滞の緩和を図るとともに輸送ネッ
トワークの効率性向上により、地域産業の振興
および都市環境の改善に寄与しています。日本
国内で培った最新の技術、最適なプロセス管理
を基本に、現地の環境に最適な提案を行い、大
切にするものづくりの精神を各地に根付かせ、
高いレベルの安全管理・品質管理システムを基
軸とする建設事業を展開します。

　建築事業は、事業の柱となる集合住宅をはじ
め、商業施設や物流倉庫、オフィスやさまざま
な産業分野の生産施設に至るまで、お客さまの
幅広い分野のニーズにあわせた安心してくらせ
る豊かな空間づくりを実現します。
　長年にわたり注力してきた集合住宅の分野で
は、トップランナーとして高品質・高機能化を実
現する技術開発・商品開発を強力に推し進め、建
設会社だからこそできる「くらす人、使う人のた
めの新しい価値づくり」に取り組みます。また、
災害に強い施設づくりへの対応やお客さまの事
業発展に欠かせない施設整備・再構築などを提
供します。

　お客さまの多様化するニーズに応え、大きく
変化する社会課題を解決するため、従来の建設
分野が手掛ける事業領域・スタイルにとらわれ
ることなく、「新たな事業領域への進出」に挑戦
しています。
　なかでも当社が注力しているのは、「社会課題
解決型事業」です。たとえば、民間企業のノウハ
ウを活用し公共施設の運営に参画する事業、遊
休地やため池などを活用した再生可能エネル
ギー事業、国内林業の活性化や森林の再生を目
的とした中大規模木造建築事業など、当社がこ
れまでに培ったノウハウと新しい発想を融合し
てさまざまなソリューションを提供しています。

● 橋・PC構造物
● トンネル・シールド
● RC構造物（土木）
● 容器・貯蔵施設
● 地盤・基礎　等

● 橋・PC構造物
● 都市土木
● 生産・研究施設
● 宿泊施設
● 教育施設　等

● 住宅・宿泊施設
● 商業施設・オフィスビル
● 物流倉庫施設
● 医療福祉施設
● 生産・研究施設　等

● 太陽光発電事業
● 水上太陽光発電用フロート
　 製造販売事業
● PFI事業
● 高度エンジニアリング事業　等

主な
事業領域

主な
事業領域

主な
事業領域

主な
事業領域

2018年度の実績
個別の売上高は、高水準の手持ち工事を順調に
消化し、土木・建築ともに前期比増収（＋338億円、
＋10.7％）となりました。海外売上高は、連結640
億円、個別271億円となりました。

売上高
構成比

土木・建築（個別） 国内・海外（連結）

土木
35.2%
1,233億円建築

64.8%
2,266億円

海外
14.3%

640億円

国内
85.7%
3,848億円
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年度の主な竣工プロジェクト2018

須賀川市民交流センターtette
（発注者：福島県須賀川市）

シティタワー八王子フレシア、八王子オーパ
（発注者：住友不動産株式会社、共同事業主：日本貨物鉄道株式会社）

三井ガーデンホテル福岡祇園
（発注者：三井不動産株式会社）

エディオンなんば本店
（発注者：株式会社成信）

ザ・パークハウス桜坂 サンリヤン
（発注者：三菱地所レジデンス株式会社、西日本鉄道株式会社）

カンポット上水道拡張計画
（発注者：カンボジア王国工業手工芸省）

小白浜地区海岸災害復旧（23災594号）工事
（発注者：岩手県）

新東名高速道路 厚木第二高架橋他8橋（PC上部工）工事
（発注者：中日本高速道路株式会社）

タザラ交差点改良計画
（発注者：タンザニア道路公社）
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財務・非財務ハイライト

財務情報（連結） 非財務情報（個別）
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2018年度末の1株当たり配当金は、前年度から6円増配と
なる、1株当たり24円（連結配当性向20.5％）となりました。
※ 2017年10月に普通株式5株につき1株の割合で株式併合を実施しています。

配当金／配当性向
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『環境方針 Green Challenge 2030』の2030年目標の16.5
トン-CO2/億円に向けて着実に削減しています。

CO2排出量原単位
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親会社株主に帰属する当期純利益は、法人税等の負担の増
加により、前年度比19億円減少の188億円となりました。

親会社株主に帰属する当期純利益／ROE

全体 男性 女性 （年度）
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高齢化が進行しつつあり、平均年齢、勤続年数はやや高め
です。

平均年齢／平均勤続年数 （2018年度）
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売上高は、高水準の手持ち工事が順調に進捗したことから、
前年度比315億円（7.5％）増加の4,488億円となりました。

売上高
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事業規模の拡大に向けての計画的定期採用の継続と、人員
構成を補完するキャリア採用の強化の方針のもと、連結・個
別ともに社員数は増加しています。

社員数

2015 2016 2017 2018 （年度）
0

200

400

600

800

2014

606

751

596620

500

（千トン）

2018年度の主な内訳は、解体工事等に伴うコンクリートが
ら（がれき類）230千トン、建設汚泥（掘削泥土・廃泥水）226
千トンです。

建設廃棄物排出量
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2018年度の安全成績は、度数率※目標0.6以下に対し、実績
は0.72と目標未達となりました。
※ 100万延べ労働時間当たりの労働災害による死傷者数をもって、労働災害の頻度

を表すもの

安全成績
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採用における女性総合職比率を定期採用で20％以上、中途
採用で10％以上を目標とし、女性の積極的採用を行い、女
性社員数・女性社員比率はともに増加しています。

女性社員数／女性社員比率
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建設受注高は5,652億円となり、国内および海外での大型
工事受注により、土木・建築とも過去最高の受注高を計上す
ることができました。

受注高（個別）
■ 土木　■ 建築

■ 親会社株主に帰属する当期純利益　■  ROE
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当期純利益の計上等により、純資産合計は前年度末比で
151億円増加の980億円、自己資本比率は前年度末から2.7
ポイント向上し、26.6％となりました。

純資産／自己資本比率
■ 純資産　■  自己資本比率
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営業利益は、資材コストの上昇などによる売上総利益率の
低下、人件費や研究開発費用の増加などの影響により、前
年度比14億円減少の292億円となりました。

営業利益／営業利益率
■ 営業利益　■  営業利益率

■ 連結　■ 単体 ■ 女性社員数　■  女性社員比率

■ 平均年齢　■  平均勤続年数 ■ 災害発生件数（休業4日以上）　■  度数率

■ 配当金　■  配当性向


